
 

兵庫県立こども病院公的研究費不正使用防止計画 

 

 兵庫県立こども病院（以下「こども病院」という）においては、「兵庫県立こども病院

における研究活動の不正行為及び公的研究費の不正使用への対応に関する規程」（以下「規

程」という）に基づき、「兵庫県立こども病院公的研究費不正使用防止計画」（以下「不

正使用防止計画」という）を下記のとおり定めるものとする。 

 

１ 目的 

こども病院における各省庁、独立行政法人、地方公共団体および財団法人等から配分

される競争的研究資金である公的研究費の不正使用（以下「不正使用」という）を誘発

する要因を除去し、当該不正使用に対する抑止機能を有する環境及び体制の構築を図る。  

 

２ 責任体系の明確化  

（１）最高管理責任者  

こども病院に、こども病院全体を統括し、公的研究費の運営及び管理について最終責

任を負う者として最高管理責任者を置き、院長をもって充てる。  

（２）統括管理責任者  

こども病院に、最高管理責任者を補佐し、公的研究費等の運営及び管理についてこど

も病院全体を統括する実質的な責任を負う者として統括管理責任者を置き、院長が指名す

る副院長をもって充てる。  

（３）コンプライアンス推進責任者  

公的研究費の運営及び管理について、実質的な責任と権限を持つ者として、コンプラ

イアンス責任者を置き、管理担当の総務部長をもって充てる。コンプライアンス推進責任

者は、必要に応じてコンプライアンス推進副責任者（以下「副責任者」という。）を任命

することができる。  

（４）研究倫理教育責任者  

研究倫理に関する知識を定着・更新させるための実質的な責任と権限を持つ者として、

研究倫理教育責任者を置き、臨床研究支援室長をもって充てる。  

 

３ 環境整備  

（１） 公的研究費の使用ルールの整備、研究費等に関するＱ＆Ａ等の作成 

こども病院内電子掲示板により、研究者、その補助者及び事務職員に対して 公的研究費

の使用ルールを周知する。  

（２）相談体制の整備  

コンプライアンス推進責任者及び副責任者（以下「コンプライアンス推進責任者等」



という。）において公的研究費の使用ルールの相談を行うこととする。  

（３）情報提供の実施 

（１）及び（２）に関する情報のほか、４に掲げる公的研究費の適正な管理に関する

情報等を全研究者、その補助者及び事務職員へ周知する。  

 

４ 公的研究費の適正な管理  

（１）公的研究費の計画的執行を検証できる体制 

統括管理責任者は、各研究者に年度末等の特定の時期に予算執行が偏ることにより十

分な確認ができなくならないように、文書等で随時執行状況を各研究者に通知し、計画的

かつ適切な執行を行うよう周知する。  

（２）物品の検収  

公的研究費による物品費の適正な執行を図るため、原則として納品先を事務局とし、

事務担当が検収を行うものとする。  

（３）出張の確認  

出張事実を効果的かつ効率的に確認するため、研究者から復命書の写し、学会の案内文・

プログラム、航空機利用の領収書・搭乗券の半券等を提出させる。  

（４）謝金、賃金に係る業務実態等の確認  

研究者が研究補助者を雇用する場合において、雇用事実を効率的かつ効果的に確認す

るため、研究補助の従事者から出勤簿、勤務整理簿等を賃金等の支払い時に、直接、統括

管理責任者に提出させる。  

 

５ 関係者の意識の向上  

（１）行動規範の策定  

最高管理責任者は、不正使用の防止に係る行動規範を策定し、研究者、その補助者及

び事務職員に周知する。  

（２）研修会等の実施  

コンプライアンス推進責任者等は、研究者に対して公的研究費に係る不正行為又は不

適切な事務（以下「不正行為等」という。）の防止を図るための研修会を開催する。  

また、研究倫理教育責任者は、研究者に対して研究倫理に関する知識を定着・更新させ

るため研修を開催する。  

 

６ 不正使用に対する調査及び懲戒  

（１）通報窓口の設置  

公的研究費の不正使用に関する通報窓口を総務部職員担当に置く。  

（２）調査等について  

研究活動上の不正行為の防止に関する規程を定め、不正使用が疑われる場合の調査、



是正措置等に関する実施体制を整備する。  

（３）処分等について 

不正使用が行われた場合、県の懲戒処分の基準に基づき厳格に対応していく。  

 

７ 公的研究費の運営・管理に対するモニタリング  

研究を行う各部の研究者などと直接ヒアリングを行うなどにより、実際の研究費等の執

行現場における実態を正確に把握するとともに、こども病院全体の視点から実効性のある

内部監査及びモニタリングを行う体制を整備する。  

 

附 則  

この規程は、西暦２０１８年１０月１日から施行する。  

 


